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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　発泡体層の少なくとも一方の面側にポリオレフィンを含むポリオレフィン系粘着剤層を
有し、
　前記ポリオレフィン系粘着剤層が、結晶融解エネルギーが５０Ｊ／ｇ未満であるポリレ
フィンＡを含む粘着剤層、又は、前記ポリオレフィンＡ及び結晶融解エネルギーが５０Ｊ
／ｇ以上であるポリオレフィンＢを含み、ポリオレフィンＢの割合がポリオレフィン全量
（１００重量％）に対して３～２５重量％である粘着剤層であり、
　前記ポリオレフィン系粘着剤層のアクリル板に対する１８０°剥離力（引張速度：０．
３ｍ／ｍｉｎ）が０．１Ｎ／２０ｍｍ以上２．５Ｎ／２０ｍｍ以下であることを特徴とす
る電気又は電子機器用の発泡積層体。
【請求項２】
　前記ポリオレフィン系粘着剤層が、１～３０Ｐａ・ｓの２００℃における溶融粘度を有
するホットメルト粘着剤層である請求項１記載の電気又は電子機器の発泡積層体。
【請求項３】
　前記発泡体層の見かけ密度が、０．０２～０．３０ｇ／ｃｍ3である請求項１又は２記
載の電気又は電子機器の発泡積層体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、電気又は電子機器用の発泡積層体に関する。より詳細には、発泡体層の少な
くとも片面側に粘着剤層を有し、電気・電子機器（携帯電話、携帯端末、デジタルカメラ
、ビデオムービー、パーソナルコンピューター、液晶テレビ、その他家電製品など）用の
ガスケットとして好適に用いられる発泡積層体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　発泡体において、接着性やシール性を向上させるために、発泡体の表面に樹脂層を設け
ることは知られている。例えば、シール性の向上を目的として発泡体上に柔軟層や粘着層
を形成した発泡積層体が提案されている（特許文献１、２参照）。また、防水性向上を目
的として発泡体表面に易水溶層（ポリビニルアルコール層など）が設けられた発泡体（特
許文献３参照）や、接着性発現のために発泡体表面をポリクロロプレン系接着剤組成物で
処理された発泡体（特許文献４参照）なども提案されている。しかし、これらの発泡積層
体では、発泡体上に層を形成する際に加熱乾燥工程が必要であり、耐熱性が低く密度の低
い発泡体などは乾燥時に収縮してしまうおそれがある。また、上記収縮を防止するために
、加熱温度が低くすると、３日から７日など長時間の加温が必要となり、効率がよくない
。
【０００３】
　また、発泡体の表面に樹脂層を設ける際に加熱工程の必要としない方法として、発泡体
上に熱可塑性エラストマーを共押し積層接着することにより樹脂層を設けることが提案さ
れている（特許文献５参照）。しかし、このような方法で得られた樹脂積層発泡体は、樹
脂層表面に多数の凹凸が存在するので、防塵性に不安があった。さらに、発泡体表面にホ
ットメルト樹脂を塗布することが提案されている（特許文献６参照）。しかし、ホットメ
ルト樹脂中に高結晶性樹脂が多量に添加されているので、得られた樹脂層の物性が非常に
固く、折り曲げた際などに層に亀裂が入る可能性が高い。
【０００４】
　さらに、発泡体上に、接着力の高いアクリル系粘着剤層を設けることは知られているが
、このようなアクリル系粘着剤層が積層されている発泡体では、電気・電子機器への貼り
合せ時のリワークが困難となることがあった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平９－１３１８２２号公報
【特許文献２】特開２００２－３０９１９８号公報
【特許文献３】特開平１０－３７３２８号公報
【特許文献４】特開平５－２４１４３号公報
【特許文献５】特開２００９－１８４１８１号公報
【特許文献６】特開２００４－２８４５７５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　従って、本発明の目的は、再剥離性に優れる電気又は電子機器用の発泡積層体を提供す
ることにある。
　さらに、本発明の他の目的は、再剥離性に優れるとともに、防塵性（特に動的防塵性）
に優れる電気又は電子機器用の発泡積層体を提供することにある。
　さらにまた、本発明の他の目的は、再剥離性に優れるとともに、耐熱性に優れる電気又
は電子機器用の発泡積層体を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、上記課題を解決するために鋭意検討した結果、発泡体層の少なくとも一
方の面側にポリオレフィン系粘着剤層を有する発泡積層体の該ポリオレフィン粘着剤層の
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アクリル板に対する１８０°剥離力を特定の範囲内とすれば、優れた再剥離性が得られる
ことを見いだした。さらには、上記ポリオレフィン系粘着剤層を特定のポリオレフィンを
含むポリオレフィン系粘着剤層とすると優れた再剥離性とともに、防塵性（特に動的防塵
性）や耐熱性が得られることを見出した。本発明はこれらの知見に基づいて完成させたも
のである。
【０００８】
　すなわち、本発明の電気又は電子機器用の発泡積層体は、発泡体層の少なくとも一方の
面側にポリオレフィンを含むポリオレフィン系粘着剤層を有し、上記ポリオレフィン系粘
着剤層が、結晶融解エネルギーが５０Ｊ／ｇ未満であるポリレフィンＡを含む粘着剤層、
又は、前記ポリオレフィンＡ及び結晶融解エネルギーが５０Ｊ／ｇ以上であるポリオレフ
ィンＢを含み、ポリオレフィンＢの割合がポリオレフィン全量（１００重量％）に対して
３～２５重量％である粘着剤層であり、上記ポリオレフィン系粘着剤層のアクリル板に対
する１８０°剥離力（引張速度：０．３ｍ／ｍｉｎ）が０．１Ｎ／２０ｍｍ以上２．５Ｎ
／２０ｍｍ以下であることを特徴とする。
【００１０】
　上記電気又は電子機器用の発泡積層体において、上記ポリオレフィン系粘着剤層は、１
～３０Ｐａ・ｓの２００℃における溶融粘度を有するホットメルト粘着剤層であることが
好ましい。
【００１１】
　上記電気又は電子機器用の発泡積層体において、上記記発泡体層の見かけ密度は、０．
０２～０．３０ｇ／ｃｍ3であることが好ましい。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明の発泡積層体は、アクリル板に対する１８０°剥離力が特定の範囲内であるポリ
オレフィン系粘着剤層を有するので、再剥離性に優れる。さらに、本発明の発泡積層体は
、特定のポリオレフィンを含むポリオレフィン系粘着剤層を有していると、再剥離性に優
れるとともに、防塵性（特に動的防塵性）や耐熱性に優れる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】実施例３の示差走査熱量測定（ＤＳＣ測定）により得られたチャート（ＤＳＣ曲
線）である。
【図２】動的防塵性評価の際に用いられる評価用サンプルを示す概略図である。
【図３】評価用サンプルを組み付けた動的防塵性評価用の評価容器の断面概略図である。
【図４】評価容器を置いたタンブラーを示す断面概略図である。
【図５】評価用サンプルを組み付けた評価容器（動的防塵性評価用の評価容器）の上面図
及び切断部端面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本発明の電気又は電子機器用の発泡積層体は、発泡体層の少なくとも一方の面側に、ポ
リオレフィン系粘着剤層を有する発泡積層体である。該ポリオレフィン系粘着剤層は、ポ
リオレフィンを必須の成分として含む。また、該ポリオレフィン系粘着剤層は、アクリル
板に対する１８０°剥離力（引張速度：０．３ｍ／ｍｉｎ）が０．１Ｎ／２０ｍｍ以上２
．５Ｎ／２０ｍｍ以下である粘着剤層である。本願では、「アクリル板に対する１８０°
剥離力（引張速度：０．３ｍ／ｍｉｎ）」を単に「アクリル板に対する剥離力（アクリル
板に対する粘着力）」と称する場合がある。また、本願では、「アクリル板に対する剥離
力が０．１Ｎ／２０ｍｍ以上２．５Ｎ／２０ｍｍ以下であるポリオレフィン系粘着剤層」
を「特定のポリオレフィン系粘着剤層」と称する場合がある。さらに、「本発明の電気又
は電子機器用の発泡積層体」を単に「本発明の発泡積層体」と称する場合がある。
【００１５】
　本発明の発泡積層体は、特に限定されないが、シート状やテープ状の形状を有すること
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が好ましい。さらに、本発明の発泡積層体は、使用の際に、用いられる電気・電子機器、
装置、筐体、部品等に応じて、所望の形状を有するように加工が施されていてもよい。な
お、本発明の発泡積層体の粘着剤層は、使用時まで、剥離フィルム（セパレーター）によ
り保護されていてもよい。
【００１６】
　本発明の発泡積層体は、発泡体層の少なくとも一方の面側に、直接的に又は他の層を介
して、特定のポリオレフィン系粘着剤層を積層させた構造を有する積層物である。なお、
本発明の発泡積層体は、発泡体層の片面又は両面に、直接的に特定のポリオレフィン系粘
着剤層を積層させた構造を有することが特に好ましい。
【００１７】
　また、本発明の発泡積層体は、発泡体層の両方の面側に特定のポリオレフィン系粘着剤
層を有する両面粘着タイプであってもよいし、発泡体層の一方の面側にのみ特定のポリオ
レフィン系粘着剤層を有する片面粘着タイプであってもよい。なお、本発明の発泡積層体
が両面粘着タイプである場合、両方の粘着剤層が特定のポリオレフィン系粘着剤層である
タイプであってもよいし、一方の面側の粘着剤層が特定のポリオレフィン系粘着剤層であ
り、他方の面側がその他の粘着層（例えば、公知の粘着剤層、特定のポリオレフィン系粘
着剤層以外のポリオレフィン系粘着剤層など）であるタイプであってもよい。
【００１８】
（特定のポリオレフィン系粘着剤層）
　上記特定のポリオレフィン系粘着剤層は、アクリル板に対する剥離力（剥離角度：１８
°、引張速度：０．３ｍ／ｍｉｎ）が、０．１Ｎ／２０ｍｍ以上２．５Ｎ／２０ｍｍ以下
であり、好ましくは０．２Ｎ／２０ｍｍ以上２．３Ｎ／２０ｍｍ以下であり、より好まし
くは０．５Ｎ／２０ｍｍ以上２．０Ｎ／２０ｍｍ以下である。上記アクリル板に対する剥
離力が０．１Ｎ／２０ｍｍ未満であると、発泡積層体が適用される被着体に対して粘着性
を発揮することが困難となり、防塵性の特性低下の懸念がある。一方、上記アクリル板に
対する剥離力が２．５Ｎ／２０ｍｍを超えると、発泡積層体が適用される被着体に対して
再剥離性を発揮することが困難となる。
【００１９】
　また、上記特定のポリオレフィン系粘着剤層の融解結晶エネルギーは、特に限定されな
いが、５０Ｊ／ｇ以下であることが好ましく、より好ましくは４５Ｊ／ｇ以下であり、さ
らにより好ましくは４０Ｊ／ｇ以下である。上記結晶融解エネルギーが５０Ｊ／ｇを超え
ると、粘着剤層の柔軟性や微粘着性が損なわれ、防塵性、特に動的防塵性（動的環境下で
の防塵性）の低下などが懸念される。
【００２０】
　なお、本願において、結晶融解エネルギーとは、１０℃／ｍｉｎの昇温速度での加熱に
より試料を溶融させ（第一の加熱）、次に１０℃／ｍｉｎの降温速度での冷却により－５
０℃まで試料を降温させ（第一の冷却）、そして１０℃／ｍｉｎの昇温速度での加熱によ
り－５０℃から試料を昇温させる（第二の加熱）という条件で示差走査熱量測定を行い、
前記第二の加熱時に求められる融解熱（Ｊ/ｇ）のことである。また、結晶融解エネルギ
ーを求める際の示差走査熱量測定は、ＪＩＳ　Ｋ　７１２２（プラスチックの転移熱測定
方法）に準拠する。
【００２１】
　上記特定のポリオレフィン系粘着剤層には、必須の成分としてポリオレフィンが含まれ
る。上記特定のポリオレフィン系粘着剤層中のポリオレフィンの割合は、特に限定されな
いが、ポリオレフィン系粘着剤層全量（１００重量％）に対して、６０重量％以上（例え
ば６０～１００重量％）であることが好ましく、より好ましくは８０重量％以上（例えば
８０～１００重量％）である。
【００２２】
　なお、上記特定のポリオレフィン系粘着剤層には、１種のポリオレフィンのみが含まれ
ていてもよいし、２種以上のポリオレフィンが組み合わされて含まれていてもよい。また
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、上記特定のポリオレフィン系粘着剤層には、ポリオレフィン以外の樹脂や添加剤等が、
本発明の効果を損なわない範囲で含まれていてもよい。
【００２３】
　特に、上記特定のポリオレフィン系粘着剤層は、結晶融解エネルギーが５０Ｊ／ｇ未満
であるポリオレフィンを含むことが好ましい。本願では、上記「結晶融解エネルギーが５
０Ｊ／ｇ未満であるポリオレフィン」を「ポリオレフィンＡ」と称する場合がある。ポリ
オレフィンＡは、いわゆる非晶性のポリオレフィンであり、ほとんど結晶構造を有しない
。上記特定のポリオレフィン系粘着剤層は、ポリオレフィンＡが含まれていると、再剥離
性に加えて、柔軟性や微粘着性を発揮しやすくなる。また、発泡積層体の防塵性（特に動
的防塵性）を向上させることがでる。なお、上記特定のポリオレフィン系粘着剤層には、
ポリオレフィンＡが１種のみ含まれていてもよいし、２種以上のポリオレフィンＡが含ま
れていてもよい。
【００２４】
　すなわち、上記特定のポリオレフィン系粘着剤層は、上記アクリル板に対する剥離力が
、０．１Ｎ／２０ｍｍ以上２．５Ｎ／２０ｍｍ以下であり、ポリオレフィンＡを含むポリ
オレフィン系粘着剤層であることが好ましい。
【００２５】
　ポリオレフィンＡは、結晶融解エネルギーが５０Ｊ／ｇ未満（例えば５Ｊ／ｇ以上５０
Ｊ／ｇ未満）であるポリオレフィンであり、好ましくは結晶融解エネルギーが４５Ｊ／ｇ
未満（例えば７Ｊ／ｇ以上４５Ｊ／ｇ未満）であるポリオレフィンであり、より好ましく
は結晶融解エネルギーが４０Ｊ／ｇ未満（例えば１０Ｊ／ｇ以上４０Ｊ／ｇ未満）である
ポリオレフィンである。
【００２６】
　ポリオレフィンＡとしては、特に限定されないが、例えば、低密度ポリエチレン、中密
度ポリエチレン、高密度ポリエチレン、線状低密度ポリエチレン、ポリプロピレン、エチ
レンとプロピレンとの共重合体、エチレンと他のα－オレフィンとの共重合体、プロピレ
ンと他のα－オレフィンとの共重合体、エチレンとプロピレンと他のα－オレフィンとの
共重合体、エチレンと他のエチレン性不飽和単量体との共重合体などが挙げられる。なお
、ポリオレフィンＡは、単独重合体と共重合体の混合物や、複数種の共重合体の混合物で
あってもよい。また、ポリオレフィンＡが共重合体である場合、ランダムコポリマーやブ
ロックコポリマーであってもよい。
【００２７】
　上記α－オレフィンとしては、例えば、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン、１
－ヘプテン、１－オクテン、４－メチル－１－ペンテン、４－メチル－１－ヘキセンなど
が挙げられる。中でも、上記α－オレフィンは、１－ブテン、１－ヘキセン、１－オクテ
ン、４－メチル－１－ペンテンが好ましい。また、上記他のエチレン性不飽和単量体とし
ては、例えば、酢酸ビニル、アクリル酸、アクリル酸エステル、メタクリル酸、メタクリ
ル酸エステル、ビニルアルコールなどが挙げられる。なお、上記α－オレフィンや上記他
のエチレン性不飽和単量体は、単独で用いられていてもよいし、２種以上が組み合わせて
用いられていてもよい。
【００２８】
　特に、ポリオレフィンＡは、耐熱性と柔軟性の点から、ポリプロピレン（プロピレン単
独重合体）、エチレンとプロピレンとの共重合体、プロピレンと上記他のα－オレフィン
との共重合体などのポリプロピレン系樹脂が特に好ましい。
【００２９】
　さらに、ポリオレフィンＡの密度は、特に限定されないが、０．８４～０．８９ｇ／ｃ
ｍ3が好ましく、より好ましくは０．８５～０．８９ｇ／ｃｍ3である。密度が０．８９ｇ
／ｃｍ3を超えると、樹脂の柔軟性や微粘着性が損なわれるおそれがある。一方、密度が
０．８４ｇ／ｃｍ3未満であると、成形性低下や耐熱性低下のおそれがある。
【００３０】
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　ポリオレフィンＡの市販品としては、例えば、商品名「タフセレンＨ５００２」（住友
化学社製、ポリプロピレン系エラストマー、結晶融解エネルギー：１１．３Ｊ／ｇ、密度
：０．８６ｇ／ｃｍ3）、商品名「ノティオＰＮ２０３００」（三井化学社製、ポリプロ
ピレン系エラストマー、結晶融解エネルギー：２３．４Ｊ／ｇ、密度：０．８６８ｇ／ｃ
ｍ3）、商品名「リコセンＰＰ１５０２」（クラリアント社製、ポリプロピレン系ワック
ス、結晶融解エネルギー：２６．０Ｊ／ｇ、密度：０．８７ｇ／ｃｍ3）、商品名「リコ
センＰＰ１６０２」（クラリアント社製、ポリプロピレン系ワックス、結晶融解エネルギ
ー：２６．９Ｊ／ｇ、密度：０．８７ｇ／ｃｍ3）、商品名「リコセンＰＰ２６０２」（
クラリアント社製、ポリプロピレン系ワックス、結晶融解エネルギー：３９．８Ｊ／ｇ、
密度：０．８９ｇ／ｃｍ3）などが挙げられる。
【００３１】
　上記特定のポリオレフィン系粘着剤層がポリオレフィンＡを含む場合、ポリオレフィン
Ａの割合は、特に限定されないが、特定のポリオレフィン系粘着剤層が含むポリオレフィ
ン全量（１００重量％）に対して、７０重量％以上（例えば７０～１００重量％）が好ま
しく、より好ましくは７５重量％（例えば７５～１００重量％）である。なお、ポリオレ
フィンＡの割合が７０重量％未満であると、ポリオレフィン系粘着剤層において十分な再
剥離性を得つつ、良好な柔軟性や微粘着性を得ることが難しくなる場合がある。
【００３２】
　また、上記特定のポリオレフィン系粘着剤層がポリオレフィンＡを含む場合、上記特定
のポリオレフィン系粘着剤層には、ポリオレフィンＡとともに、結晶融解エネルギーが５
０Ｊ／ｇ以上であるポリオレフィン（ポリオレフィンＢ）も含まれることが好ましい。上
記特定のポリオレフィン系粘着剤層において、ポリオレフィンＡに対してポリオレフィン
Ｂが含まれていると、再剥離性等の上記特性に加えて、耐熱性を発揮しやすくなる。本願
では、上記「結晶融解エネルギーが５０Ｊ／ｇ以上であるポリオレフィン」を「ポリオレ
フィンＢ」と称する場合がある。ポリオレフィンＢは、いわゆる結晶性のポリオレフィン
であり、結晶構造を多く含む。なお、上記特定のポリオレフィン系粘着剤層には、ポリオ
レフィンＢが１種のみ含まれていてもよいし、２種以上のポリオレフィンＢが含まれてい
てもよい。
【００３３】
　つまり、上記特定のポリオレフィン系粘着剤層は、ポリオレフィンＡ及びポリオレフィ
ンＢを含むポリオレフィン系粘着剤層であることが好ましい。
【００３４】
　ポリオレフィンＢとしては、特に限定されないが、例えば、低密度ポリエチレン、中密
度ポリエチレン、高密度ポリエチレン、線状低密度ポリエチレン、ポリプロピレン、エチ
レンとプロピレンとの共重合体、エチレンと他のα－オレフィンとの共重合体、プロピレ
ンと他のα－オレフィンとの共重合体、エチレンとプロピレンと他のα－オレフィンとの
共重合体、エチレンと他のエチレン性不飽和単量体との共重合体などが挙げられる。なお
、ポリオレフィンＢは、単独重合体と共重合体の混合物や、複数種の共重合体の混合物で
あってもよい。また、ポリオレフィンＢが共重合体である場合、ランダムコポリマーやブ
ロックコポリマーであってもよい。
【００３５】
　上記α－オレフィンとしては、例えば、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン、１
－ヘプテン、１－オクテン、４－メチル－１－ペンテン、４－メチル－１－ヘキセンなど
が挙げられる。中でも、上記α－オレフィンは、１－ブテン、１－ヘキセン、１－オクテ
ン、４－メチル－１－ペンテンが好ましい。また、上記他のエチレン性不飽和単量体とし
ては、例えば、酢酸ビニル、アクリル酸、アクリル酸エステル、メタクリル酸、メタクリ
ル酸エステル、ビニルアルコールなどが挙げられる。なお、上記α－オレフィンや上記他
のエチレン性不飽和単量体は、単独で用いられていてもよいし、２種以上用いられていて
もよい。
【００３６】
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　ポリオレフィンＢは、耐熱性の点から、ポリプロピレン（プロピレン単独重合体）、エ
チレンとプロピレンとの共重合体、プロピレンと上記他のα－オレフィンとの共重合体な
どのポリプロピレン系樹脂が特に好ましい。
【００３７】
　さらに、ポリオレフィンＢの密度は、特に限定されないが、０．９０～０．９１ｇ／ｃ
ｍ3が好ましい。密度が０．９０ｇ／ｃｍ3未満であると、耐熱性が低下するおそれがある
。なお、密度が０．９１ｇ／ｃｍ3を超えるポリオレフィンＢは、入手が困難である。
【００３８】
　ポリオレフィンＢの市販品としては、例えば、商品名「ハイワックスＮＰ０５５」（三
井化学社製、ポリプロピレン系ワックス、結晶融解エネルギー：８９．１Ｊ／ｇ、密度：
０．９０ｇ／ｃｍ3）などが挙げられる。
【００３９】
　上記特定のポリオレフィン系粘着剤層において、ポリオレフィンＡ及びポリオレフィン
Ｂが含まれている場合、ポリオレフィンＢの割合は、特に限定されないが、特定のポリオ
レフィン系粘着剤層が含むポリオレフィン全量（１００重量％）に対して、３～３０重量
％が好ましく、より好ましくは４～２８重量％であり、さらにより好ましくは５～２５重
量％である。ポリオレフィンＢの割合が３０重量％を超えると、ポリオレフィン系粘着剤
層が硬くなりすぎて、発泡積層体の柔軟性や微粘着性が損なわれたり、発泡積層体の防塵
性（特に動的防塵性）を低下させたり、ポリオレフィン系粘着剤層が脆くなるおそれがあ
る。一方、ポリオレフィンＢの割合が３重量％未満であると、ポリオレフィン系粘着剤層
において十分な耐熱性が得られないおそれがある。
【００４０】
　すなわち、上記特定のポリオレフィン系粘着剤層は、上記アクリル板に対する剥離力が
、０．１Ｎ／２０ｍｍ以上２．５Ｎ／２０ｍｍ以下であり、ポリオレフィンＡ及びポリオ
レフィンＢを含み、ポリオレフィンＢの割合が特定のポリオレフィン系粘着剤層が含むポ
リオレフィン全量（１００重量％）に対して３～３０重量％であるポリオレフィン系粘着
剤層であることが好ましい。
【００４１】
　また、上記特定のポリオレフィン系粘着剤層は、本発明の効果を損なわない範囲で、粘
着付与剤（粘着付与樹脂）、酸化防止剤、老化防止剤、可塑剤、着色剤、充填剤、その他
の樹脂（ポリオレフィンＡ及びポリオレフィンＢ以外の樹脂）などの添加剤を含んでいて
もよい。なお、添加剤は、単独で、又は２種以上組み合わせて用いられていてもよい。
【００４２】
　特に、上記特定のポリオレフィン系粘着剤層は、粘着付与剤（粘着付与樹脂）を含有す
ることが好ましい。粘着付与剤を含んでいると、粘着剤層の粘着力を向上させることがで
き、例えば、本発明の発泡積層体の耐すべり性や防塵性を向上させることができる。なお
、粘着付与剤は、単独で、又は２種以上組み合わせて用いられていてもよい。
【００４３】
　上記粘着付与剤は、軟化点（ＪＩＳ　Ｋ　２２０７に準拠）が７０～１８０℃である樹
脂であり、より好ましくは、軟化点が８０～１６０℃である樹脂であり、さらにより好ま
しくは、軟化点が９０～１５０℃である樹脂である。なお、軟化点が高すぎると再剥離性
の低下や樹脂柔軟性や微粘着性の低下を生じる場合がある。一方、軟化点が低すぎると耐
熱性の低下を生じる場合がある。
【００４４】
　上記粘着付与剤は、上記軟化点を有するものである限り特に限定されないが、例えば、
脂肪族系石油樹脂、完全水添脂肪族系石油樹脂、部分水添脂肪族系石油樹脂、芳香族系石
油樹脂、完全水添芳香族系石油樹脂、部分水添芳香族系石油樹脂などが挙げられる。
【００４５】
　上記特定のポリオレフィン系粘着剤層における粘着付与剤の含有量は、特に限定されな
いが、粘着付与剤の含有量が多すぎると再剥離性が失われるおそれがあり、一方、粘着付
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与剤の含有量が少なすぎると粘着付与剤が含有されることにより期待される効果（例えば
、防塵性の更なる向上）が得られないおそれがある。このため、上記ポリオレフィン系粘
着剤層における粘着付与剤の含有量は、ポリオレフィン１００重量部（ポリオレフィンＡ
及びポリオレフィンＢが含まれる場合にはポリオレフィンＡ及びポリオレフィンＢの合計
量１００重量部）に対して、２５重量部以下（例えば１～２５重量部）が好ましく、より
好ましくは２０重量部以下（例えば３～２０重量部）である。
【００４６】
　本発明の発泡積層体は発泡体層の少なくとも一方の面側に上記特定の粘着剤層（特に、
上記ポリオレフィン系粘着剤層）を有するが、上記特定の粘着剤層の厚さ（特に上記ポリ
オレフィン系粘着剤層の厚さ）は、特に限定されないが、１～５０μｍが好ましく、より
好ましくは２～４０μｍである。上記厚さが１μｍ未満であると十分な密着性が得られな
いおそれがあり、一方、厚さが５０μｍを超えると発泡積層体の柔軟性が低下するおそれ
がある。なお、上記特定の粘着剤層は、単層構造であってもよいし、積層構造であっても
よい。
【００４７】
（発泡体層）
　本発明の発泡積層体は、発泡体層を有する。このため、本発明の発泡積層体は、柔軟性
、衝撃吸収性に優れる。なお、上記発泡体層は、樹脂組成物を発泡させて成形することに
より形成される。該樹脂組成物は、原料としての樹脂と、必要に応じて添加される添加剤
等とを、混合することにより得られる組成物である。
【００４８】
　上記発泡体層は、気泡構造を有する。該気泡構造は、特に限定されないが、独立気泡構
造、半連続半独立気泡構造（独立気泡構造と連続気泡構造とが混在している気泡構造であ
り、独立気泡構造と連続気泡構造との割合は特に限定されない）、連続気泡構造の何れで
あってもよい。特に、上記発泡体層は、より良好な柔軟性を得る点から、連続気泡構造又
は半連続半独立気泡構造の気泡構造を有していることが好ましい。なお、半連続半独立気
泡構造としては、例えば、気泡構造中の独立気泡構造部が４０％（体積％）以下（好まし
くは３０％（体積％）以下）となっている気泡構造が挙げられる。
【００４９】
　上記発泡体層の密度（見掛け密度）は、使用目的などに応じて適宜設定することができ
るが、０．０２～０．２０ｇ／ｃｍ3であることが好ましく、より好ましくは０．０３～
０．１７ｇ／ｃｍ3であり、さらにより好ましくは０．０４～０．１５ｇ／ｃｍ3である。
発泡体層の密度が０．２０ｇ／ｃｍ3を超えると、発泡が不十分となり、柔軟性が損なわ
れるおそれがある。一方、０．０２ｇ／ｃｍ3未満であると、発泡体層の強度が著しく低
下する場合があり好ましくない。
【００５０】
　上記発泡体層の密度は、以下のようにして求められる。４０ｍｍ×４０ｍｍの打抜き刃
型にて、発泡体層を打ち抜き、打抜いた試料の寸法（たて、よこ）を測定する。また、測
定端子の直径（φ）２０ｍｍである１／１００ダイヤルゲージにて該試料の厚さを測定す
る。上記試料の寸法及び上記試料の厚さの値から上記試料の体積を算出する。次に、上記
試料の重量を最小目盛り０．０１ｇ以上の上皿天秤にて測定する。上記試料の体積及び上
記試料の重量の値より上記発泡体層の密度（ｇ／ｃｍ3）を算出する。
【００５１】
　上記発泡体層の厚さは、特に限定されないが、例えば、防塵性能や衝撃吸収性の点から
、また薄型、小型、細幅などの形状を有する電子又は電気機器に対する適用性の点から、
０．１ｍｍ～５ｍｍが好ましく、より好ましくは０．２ｍｍ～３ｍｍである。
【００５２】
　上記発泡体層は、樹脂により構成される。上記発泡体層を構成する樹脂は、熱可塑性を
示し、ガス（気泡を形成するガス）が含浸可能な樹脂であれば特に限定されないが、熱可
塑性樹脂が好ましい。なお、上記発泡体層は、１種の樹脂のみにより構成されていてもよ
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いし、２種以上の樹脂により構成されていていてもよい。
【００５３】
　上記熱可塑性樹脂としては、例えば、低密度ポリエチレン、中密度ポリエチレン、高密
度ポリエチレン、線状低密度ポリエチレン、ポリプロピレン、エチレンとプロピレンとの
共重合体、エチレン又はプロピレンと他のα－オレフィン（例えば、ブテン－１、ペンテ
ン－１、ヘキセン－１、４－メチルペンテン－１など）との共重合体、エチレンと他のエ
チレン性不飽和単量体（例えば、酢酸ビニル、アクリル酸、アクリル酸エステル、メタク
リル酸、メタクリル酸エステル、ビニルアルコールなど）との共重合体などのポリオレフ
ィン系樹脂；ポリスチレン、アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン共重合体（ＡＢＳ
樹脂）などのスチレン系樹脂；６－ナイロン、６６－ナイロン、１２－ナイロンなどのポ
リアミド系樹脂；ポリアミドイミド；ポリウレタン；ポリイミド；ポリエーテルイミド；
ポリメチルメタクリレートなどのアクリル系樹脂；ポリ塩化ビニル；ポリフッ化ビニル；
アルケニル芳香族樹脂；ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレートなど
のポリエステル系樹脂；ビスフェノールＡ系ポリカーボネートなどのポリカーボネート；
ポリアセタール；ポリフェニレンスルフィドなどが挙げられる。また、熱可塑性樹脂が共
重合体である場合、ランダム共重合体、ブロック共重合体のいずれの形態の共重合体であ
ってもよい。なお、熱可塑性樹脂は、単独で又は２種以上を組み合わせて用いられる。
【００５４】
　上記熱可塑性樹脂は、中でも、上記ポリオレフィン系樹脂が好ましい。また、該ポリオ
レフィン系樹脂は、分子量分布が広く且つ高分子量側にショルダーを持つタイプの樹脂、
微架橋タイプの樹脂（若干架橋されたタイプの樹脂）、長鎖分岐タイプの樹脂などが好ま
しい。
【００５５】
　さらに、上記熱可塑性樹脂には、熱可塑性エラストマー（例えば、下記の熱可塑性エラ
ストマー）も含まれる。上記発泡体層を構成する樹脂として熱可塑性エラストマーが含ま
れていると、熱可塑性エラストマーのガラス転移温度は室温以下（例えば２０℃以下）で
あるため、発泡体層の柔軟性及び形状追随性が著しく優れるようになる。
【００５６】
　上記熱可塑性エラストマーとしては、特に限定されないが、例えば、天然ゴム、ポリイ
ソブチレン、ポリイソプレン、クロロプレンゴム、ブチルゴム、ニトリルブチルゴムなど
の天然又は合成ゴム；エチレン－プロピレン共重合体、エチレン－プロピレン－ジエン共
重合体、エチレン－酢酸ビニル共重合体、ポリブテン、塩素化ポリエチレンなどのオレフ
ィン系エラストマー；スチレン－ブタジエン－スチレン共重合体、スチレン－イソプレン
－スチレン共重合体、及びそれらの水素添加物などのスチレン系エラストマー；ポリエス
テル系エラストマー；ポリアミド系エラストマー；ポリウレタン系エラストマーなどの各
種熱可塑性エラストマーなどが挙げられる。なお、熱可塑性エラストマーは、単独で、又
は、２種以上を組み合わせて用いられる。
【００５７】
　中でも、上記熱可塑性エラストマーは、上記オレフィン系エラストマーが好ましい。な
お、該オレフィン系エラストマーは、ポリエチレンやポリプロピレンのようなオレフィン
系樹脂成分と、エチレン－プロピレンゴムやエチレン－プロピレン－ジエンゴムのような
オレフィン系ゴム成分とがミクロ相分離した構造を有している。また、該オレフィン系エ
ラストマーは、各成分を物理的に分散させたタイプや架橋剤の存在下、動的に熱処理した
タイプであってもよい。さらに、該オレフィン系エラストマーは、上記熱可塑性樹脂とし
て例示されているポリオレフィン系樹脂との相溶性が良好である。
【００５８】
　特に、上記発泡体層は、上記熱可塑性樹脂（上記熱可塑性エラストマーを除く上記熱可
塑性樹脂）及び上記熱可塑性エラストマーから構成されていることが好ましい。また、上
記熱可塑性樹脂（上記熱可塑性エラストマーを除く上記熱可塑性樹脂）と上記熱可塑性エ
ラストマーとの割合としては、特に限定されないが、上記熱可塑性エラストマーの割合が
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少なすぎると発泡体層のクッション性が低下しやすくなることがあり、一方、上記熱可塑
性エラストマーの割合が多すぎると気泡構造形成時にガス抜けが生じやすくなり、発泡体
層で高発泡の気泡構造が得られないことがある。このため、例えば、上記発泡体層が、ポ
リプロピレンなどの上記ポリオレフィン系樹脂（上記オレフィン系エラストマーを除く上
記ポリオレフィン系樹脂）及び上記オレフィン系エラストマーから構成されている場合、
上記ポリオレフィン系樹脂と上記オレフィン系エラストマーとの比率（重量基準）は、前
者／後者で、１／９９～９９／１が好ましく、より好ましくは１０／９０～９０／１０で
あり、さらに好ましくは２０／８０～８０／２０である。
【００５９】
　上記発泡体層には、必要に応じて、各種添加剤が含まれていてもよい。該添加剤は、特
に限定されないが、例えば、気泡核剤（後述の粒子など）、結晶核剤、可塑剤、滑剤、着
色剤（顔料、染料等）、紫外線吸収剤、酸化防止剤、老化防止剤、充填剤、補強剤、帯電
防止剤、界面活性剤、張力改質剤、収縮防止剤、流動性改質剤、クレイ、加硫剤、表面処
理剤、難燃剤（後述のパウダー状の難燃剤、パウダー状以外の各種形態の難燃剤など）な
どが挙げられる。なお、添加剤の量は、気泡の形成等を損なわない範囲で適宜選択される
。
【００６０】
　上記発泡体層には、粒子が含まれていることが好ましい。粒子は樹脂組成物の発泡成形
時の気泡核剤（発泡核剤）としての機能を発揮することができるので、樹脂組成物に粒子
が含まれていると発泡体層で良好な発泡状態の気泡構造が得られる。該粒子としては、例
えば、タルク、シリカ、アルミナ、ゼオライト、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、硫
酸バリウム、酸化亜鉛、酸化チタン、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム、マイカ
、モンモリナイト等のクレイ、カーボン粒子、グラスファイバー、カーボンチューブなど
が挙げられる。なお、粒子は、単独で又は２種以上を組み合わせて用いられる。
【００６１】
　上記粒子としては、平均粒子径（粒径）が０．１～２０μｍの粒子が特に好ましい。粒
子の平均粒子径が０．１μｍ未満では核剤として十分機能しない場合があり、一方、粒径
が２０μｍを超えると発泡成形時にガス抜けの原因となる場合があるためである。
【００６２】
　上記発泡体層における粒子の含有量は、特に限定されないが、例えば、樹脂組成物では
、樹脂全量１００重量部に対して、０．１～１５０重量部が好ましく、より好ましくは１
～１３０重量部であり、さらに好ましくは２～５０重量部である。０．１重量部未満であ
ると、樹脂組成物の発泡成形時に気泡核剤としての機能を十分に発揮できず、発泡体層で
均一な気泡構造を得ることができないおそれがあり、一方、１５０重量部を超えると、樹
脂組成物の粘度が著しく上昇するとともに、発泡形成時にガス抜けが生じて、発泡特性を
損ない、高発泡の気泡構造が得られないおそれがある。
【００６３】
　さらにまた、上記発泡体層には、難燃剤（パウダー状の難燃剤、パウダー状以外の各種
形態の難燃剤など）が含まれていることが好ましい。本発明の発泡積層体は、電気又は電
子機器用途などの難燃性の付与が不可欠な用途に用いられることが多いが、上記発泡体層
は、熱可塑性樹脂により構成されているため、燃えやすいという特性を有しているからで
ある。
【００６４】
　上記パウダー状の難燃剤は、無機難燃剤が好ましい。該無機難燃剤としては、例えば、
臭素系難燃剤、塩素系難燃剤、リン系難燃剤、アンチモン系難燃剤、ノンハロゲン－ノン
アンチモン系無機難燃剤等が挙げられる。ここで、塩素系難燃剤や臭素系難燃剤は、燃焼
時に人体に対して有害で機器類に対して腐食性を有するガス成分を発生し、また、リン系
難燃剤やアンチモン系難燃剤は、有害性や爆発性などの問題がある。このため、上記無機
難燃剤は、ノンハロゲン－ノンアンチモン系無機難燃剤が好ましい。ノンハロゲン－ノン
アンチモン系無機難燃剤としては、例えば、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム、
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酸化マグネシウム・酸化ニッケルの水和物、酸化マグネシウム・酸化亜鉛の水和物等の水
和金属化合物などが挙げられる。なお、水和金属酸化物は表面処理されていてもよい。ま
た、パウダー状の難燃剤は、単独で又は２種以上を組み合わせて用いられる。
【００６５】
　上記発泡体層における難燃剤の含有量は、特に限定されないが、量が少なすぎると難燃
化効果が得られない場合があり、逆に多すぎると高発泡の気泡構造を得ることが困難にな
るおそれがある。例えば、樹脂組成物での上記パウダー状の難燃剤の含有量は、樹脂全量
１００重量部に対して、５～１３０重量部が好ましく、より好ましくは１０～１２０重量
部である。
【００６６】
　なお、上記パウダー状の難燃剤は、気泡核剤として機能する場合がある。このような場
合には、上記発泡体層は、十分な難燃性と高発泡の気泡構造との両立を得る点から、気泡
核剤及び難燃剤の両方が含まれるより、気泡核剤としても機能するパウダー状の難燃剤の
みが含まれることが好ましい。
【００６７】
　上記発泡体層は、原料としての樹脂と、必要に応じて添加される添加剤等とを、混合す
ることにより得られる組成物である樹脂組成物を発泡成形することにより形成されるが、
樹脂組成物を発泡成形する際に用いられる発泡方法は、特に限定されないが、例えば、物
理的方法（低沸点液体（発泡剤）を樹脂組成物に分散させ、次に加熱し発泡剤を揮発する
ことにより気泡を形成させる方法）、化学的方法（樹脂組成物に添加した化合物（発泡剤
）の熱分解により生じたガスにより気泡を形成させる方法）が挙げられる。
【００６８】
　樹脂組成物を発泡成形する際に用いられる発泡方法は、物理的発泡方法が好ましく、特
に、セル径が小さく且つセル密度の高い気泡構造を容易に得ることができる点から、発泡
剤として高圧のガスを用いる物理的発泡方法がより好ましい。
【００６９】
　上記発泡剤としてのガスは、樹脂組成物中の樹脂に対して不活性なガスである不活性ガ
スがより好ましい。すなわち、上記発泡体層は、発泡剤として高圧の不活性ガスを用いる
物理的発泡方法により樹脂組成物を発泡して成形することにより形成されることが好まし
い。不活性ガスは、発泡体層を構成する樹脂に対して不活性で且つ含浸可能なものであれ
ば特に限定されないが、例えば、二酸化炭素、窒素ガス、空気などが挙げられる。特に、
不活性ガスは、樹脂への含浸量が多く、含浸速度の速い点から、二酸化炭素が好ましい。
なお、不活性ガスは、混合ガスであってもよい。
【００７０】
　さらに、含浸速度を速めるという点から、上記高圧のガス（特に不活性ガス、さらには
二酸化炭素）は、超臨界状態のガスであることが好ましい。超臨界状態では、樹脂へのガ
スの溶解度が増大し、高濃度の混入が可能である。また、含浸後の急激な圧力降下時には
、上記のように高濃度で含浸することが可能であるため、気泡核の発生が多くなり、その
気泡核が成長してできる気泡の密度は気孔率が同じであっても大きくなるため、微細な気
泡を得ることができる。なお、二酸化炭素の臨界温度は３１℃、臨界圧力は７．４ＭＰａ
である。
【００７１】
　上記発泡剤として高圧のガスを用いる物理的発泡方法は、樹脂組成物に高圧のガスを含
浸させた後、減圧する工程を経て発泡させる方法が好ましく、具体的には、樹脂組成物か
らなる未発泡成形物に高圧のガスを含浸させた後、減圧する工程を経て発泡させる方法や
溶融した樹脂組成物にガスを加圧状態下で含浸させた後、減圧とともに成形に付して発泡
させる方法などがより好ましい。
【００７２】
　すなわち、上記発泡体層は、予め樹脂組成物を、シート状などの適宜な形状に成形して
未発泡樹脂成形体（未発泡成形物）とした後、この未発泡樹脂成形体に、高圧のガスを含
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浸させ、圧力を解放することにより発泡させるバッチ方式により得られてもよく、樹脂組
成物を加圧下、高圧のガスと共に混練し、成形すると同時に圧力を解放し、成形と発泡を
同時に行う連続方式で得られてもよい。
【００７３】
　上記バッチ方式において、未発泡樹脂成形体を形成する方法は、特に限定されないが、
例えば、樹脂組成物を、単軸押出機、二軸押出機等の押出機を用いて成形する方法；樹脂
組成物を、ローラ、カム、ニーダ、バンバリ型等の羽根を設けた混練機を使用して均一に
混練しておき、熱板のプレスなどを用いて所定の厚さにプレス成形する方法；樹脂組成物
を、射出成形機を用いて成形する方法などが挙げられる。また、未発泡樹脂成形体の形状
は、特に限定されないが、例えば、シート状、ロール状、板状等が挙げられる。上記バッ
チ方式では、所望の形状や厚さの未発泡樹脂成形体が得られる適宜な方法により樹脂組成
物が成形される。
【００７４】
　上記バッチ方式では、未発泡樹脂成形体を耐圧容器中に入れて、高圧のガスを注入（導
入）し、未発泡樹脂成形体中に高圧のガスを含浸させるガス含浸工程、十分に高圧のガス
を含浸させた時点で圧力を解放し（通常、大気圧まで）、樹脂中に気泡核を発生させる減
圧工程を経て、気泡が形成される。
【００７５】
　一方、上記連続方式では、樹脂組成物を押出機（例えば、単軸押出機、二軸押出機等）
や射出成形機を使用して混練しながら、高圧のガスを注入（導入）し、十分に高圧のガス
を樹脂組成物に含浸させる混練含浸工程、押出機の先端に設けられたダイスなどを通して
樹脂組成物を押し出すことにより圧力を解放し（通常、大気圧まで）、成形と発泡を同時
に行う成形減圧工程により樹脂組成物が発泡成形される。
【００７６】
　上記バッチ方式や連続方式では、必要に応じて、加熱により気泡核を成長させる加熱工
程が設けられてもよい。なお、加熱工程を設けずに、室温で気泡核を成長させてもよい。
さらにまた、気泡を成長させた後、必要により冷水などにより急激に冷却し、形状を固定
化させてもよい。高圧のガスの導入は、連続的に行ってもよく不連続的に行ってもよい。
なお、気泡核を成長させる際の加熱の方法は、特に限定されないが、ウォーターバス、オ
イルバス、熱ロール、熱風オーブン、遠赤外線、近赤外線、マイクロ波などの公知乃至慣
用の方法が挙げられる。
【００７７】
　なお、上記バッチ方式や上記連続方式において、ガスの混合量は、特に限定されないが
、例えば、樹脂組成物中の樹脂全量に対して２～１０重量％である。
【００７８】
　上記バッチ方式のガス含浸工程や上記連続方式の混練含浸工程において、ガスを含浸さ
せるときの圧力は、ガスの種類や操作性等を考慮して適宜選択されるが、例えば、ガスと
して不活性ガス、特に二酸化炭素が用いられる場合には、６ＭＰａ以上（例えば、６～１
００ＭＰａ）が好ましく、より好ましくは８ＭＰａ以上（例えば、８～１００ＭＰａ）で
ある。ガスの圧力が６ＭＰａより低い場合には、発泡時の気泡成長が著しく、気泡径が大
きくなりすぎ、例えば、防塵効果が低下するなどの不都合が生じやすくなり、好ましくな
い。これは、圧力が低いとガスの含浸量が高圧時に比べて相対的に少なく、気泡核形成速
度が低下して形成される気泡核数が少なくなるため、１気泡あたりのガス量が逆に増えて
気泡径が極端に大きくなるからである。また、６ＭＰａより低い圧力領域では、含浸圧力
を少し変化させるだけで気泡径、気泡密度が大きく変わるため、気泡径及び気泡密度の制
御が困難になりやすい。
【００７９】
　また、上記バッチ方式におけるガス含浸工程や上記連続方式における混練含浸工程で、
ガスを含浸させるときの温度（含浸温度）は、用いるガスや樹脂の種類によって異なり、
広い範囲で選択できるが、操作性等を考慮した場合、１０～３５０℃が好ましい。より具
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体的には、バッチ方式での含浸温度は、１０～２５０℃が好ましく、より好ましくは４０
～２４０℃であり、さらにより好ましくは６０～２３０℃である。また、連続方式では、
含浸温度は、６０～３５０℃が好ましく、より好ましくは１００～３２０℃であり、さら
により好ましくは１５０～３００℃である。なお、高圧のガスとして二酸化炭素を用いる
場合には、超臨界状態を保持するため、含浸時の温度（含浸温度）は３２℃以上（特に４
０℃以上）であることが好ましい。
【００８０】
　さらに、上記バッチ方式や上記連続方式において、減圧工程での減圧速度は、特に限定
されないが、均一な微細気泡を得るため、好ましくは５～３００ＭＰａ／秒である。さら
にまた、加熱工程での加熱温度は、例えば、４０～２５０℃が好ましく、より好ましくは
６０～２５０℃である。
【００８１】
　また、樹脂組成物の発泡・成形する際に上記発泡剤として高圧のガスを用いる物理的発
泡方法を用いると、高発泡の気泡構造が得られ、発泡体層の厚さをより大きくできるとい
う利点を有する。例えば、０．５０～５．００ｍｍの厚さを有する発泡体層を得ることが
できる。
【００８２】
　上記発泡体層の厚さは、特に限定されないが、０．１ｍｍ～５ｍｍが好ましく、より好
ましくは０．２ｍｍ～３ｍｍである。厚さが０．１ｍｍ未満であると、発泡積層体の防塵
性能の低下やクッション性能の低下をまねくおそれがあり、一方、厚さが５ｍｍを超える
と、薄型、小型、細幅などの形状を有する電子又は電気機器に発泡積層体を適用すること
が困難となる。なお、発泡体層の厚さは、あらかじめ厚さのある発泡体層を得てから、所
望の厚さにスライス加工することにより調整されていてもよい。
【００８３】
　なお、上記発泡剤として高圧のガスを用いる物理的発泡方法において、厚さのある発泡
体層を得るためには、相対密度［発泡後の密度／未発泡状態での密度（例えば、樹脂組成
物の密度や未発泡成形物の密度など）］が０．０２～０．３０であることが好ましく、０
．０３～０．２５であることがより好ましい。相対密度が０．３０を超えると発泡が不十
分となり、発泡体層の柔軟性の低下を生じる場合がある。また相対密度が０．０２未満で
は発泡体層の強度が著しく低下する場合があり好ましくない。
【００８４】
　なお、発泡体層の気泡構造、密度、相対密度は、発泡体層を構成する樹脂の種類に応じ
て、樹脂組成物を発泡成形する際の発泡方法や発泡条件（例えば、発泡剤の種類や量、発
泡の際の温度や圧力や時間など）を選択することにより調整される。例えば、ポリオレフ
ィン系樹脂により構成され、０．０２～０．２０ｇ／ｃｍ3の密度（見掛け密度）を有す
る発泡体層は、上記発泡剤として高圧のガスを用いる物理的発泡方法において、１５０℃
～１９０℃の温度雰囲気下、１０ＭＰａ～３０ＭＰａの圧力下で、発泡剤としてのガス（
好ましくは不活性ガス、より好ましくは二酸化炭素）を樹脂組成物に含浸させることによ
り容易に得ることができる。
【００８５】
（その他の層）
　本発明の発泡積層体は、上記特定のポリオレフィン系粘着剤層や発泡体層以外に、その
他の層を有していてもよい。その他の層としては、例えば、発泡体層と特定のポリオレフ
ィン系粘着剤層との間に設けられる中間層（例えば、密着性を向上させる下塗り層、芯材
として作用する基材層（例えば、フィルム層、不織布層など）、上記特定のポリオレフィ
ン系粘着剤層以外の粘着層（その他の粘着層）が挙げられる。
【００８６】
　本発明の発泡積層体の作製方法としては、特に限定されないが、例えば、発泡体層の片
面側又は両面側に、特定のポリオレフィン系粘着剤層を設けることにより作製される。
【００８７】
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　例えば、発泡体層の少なくとも片面側に特定のポリオレフィン系粘着剤層を有する発泡
積層体は、発泡体層の少なくとも片面側に、ポリオレフィン系粘着剤組成物を塗布して硬
化させ、ポリオレフィン系粘着剤層を形成することにより作製される。上記ポリオレフィ
ン系粘着剤組成物は、特定のポリオレフィン系粘着剤層を形成する組成物のことであり、
粘着剤を形成する組成物も含む。上記特定のポリオレフィン系粘着剤組成物は、ポリオレ
フィンＡやポリオレフィンＢなどのポリオレフィン、必要に応じて添加される添加剤など
の原料を混合することにより得られる。なお、原料を混合する際には、熱が加えられてい
てもよい。
【００８８】
　なお、上記ポリオレフィン系粘着剤組成物を塗布する際には、作業性の点から昇温して
、溶融状態のポリオレフィン系粘着剤組成物とすることが好ましい。上記ポリオレフィン
系粘着剤組成物の溶融粘度は、特に限定されないが、発泡体層上に精度よく塗布して粘着
剤層を形成するなどの精度のよい塗布性を得る点から、例えば、２００℃における溶融粘
度で、１～３０Ｐａ・ｓが好ましく、より好ましくは２～２０Ｐａ・ｓである。３０Ｐａ
・ｓを超えると、粘度が高く均一に塗布することが困難な場合があり、一方、１Ｐａ・ｓ
未満であると、粘度が低すぎて塗工の際に流動し、一定の形状とすることが困難となる場
合がある。なお、このポリオレフィン系粘着剤組成物の溶融粘度は、ポリオレフィン系粘
着剤層の溶融粘度でもある。
【００８９】
　つまり、上記特定のポリオレフィン系粘着剤層は、ホットメルト粘着剤層（ホットメル
トタイプ、常温では固形の粘着剤組成物を加熱溶融させて塗布してから、冷却することに
より形成される粘着剤層）であることが好ましく、特に１～３０Ｐａ・ｓの２００℃にお
ける溶融粘度を有するホットメルト粘着剤層であることが好ましい。
【００９０】
　本発明の発泡積層体の厚さは、特に限定されないが、薄型、小型、細幅などの形状を有
する電子又は電気機器への適用の点から、０．１ｍｍ～５ｍｍが好ましく、より好ましく
は０．２ｍｍ～３ｍｍである。
【００９１】
　本発明の発泡積層体は、下記（耐熱性の評価方法）により評価される耐熱性が良好であ
ることが好ましい。下記で評価される耐熱性が不良であると、電気・電子機器の使用中に
、内部に組み込まれた発泡積層体中の粘着剤層が溶けて発泡積層体外へはみ出し、例えば
、電気・電子機器の故障の原因となったり、電気・電子機器の表示部に対しての視認性に
悪影響を及ぼしたりするなどの不具合を生じることがある。
【００９２】
　耐熱性の評価方法
　厚さが圧縮前の５０％となるように厚さ方向に圧縮したサンプルを、６０℃の温度雰囲
気下で７２時間保存し、粘着剤層の発泡積層体外へのはみ出しが生じているか否かを確認
する。そして、粘着剤層のはみ出しが生じていない場合を良好と評価し、一方、粘着剤層
のはみ出しが生じている場合を不良と評価する。
【００９３】
　本発明の発泡積層体は、特定のポリオレフィン系粘着剤層を有するので、良好な再剥離
性を有する。本願において、「再剥離性」とは、特定のポリオレフィン系粘着剤層が接す
る形態で被着体に貼付した発泡積層体を被着体から剥がすときに、発泡体層の破壊などの
発泡積層体の破損及び被着体への汚染が生じることなく、容易に剥離できる性質をいう。
また、本発明の発泡積層体は、再剥離性に優れるので、部材のリサイクルや省資源化を促
すことができる。
【００９４】
　本発明の発泡積層体は、粘着剤層として、ポリオレフィンＡを含む特定のポリオレフィ
ン系粘着剤層を有していると、再剥離性に加えて、柔軟性や微粘着性に優れる。このため
、本発明の発泡積層体は、ポリオレフィンＡを含む特定のポリオレフィン系粘着剤層を有
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していると、防塵性、特に動的防塵性（動的環境下での防塵性能）に優れる。
【００９５】
　本発明の発泡積層体は、粘着剤層として、ポリオレフィンＡ及びポリオレフィンＢを含
む特定のポリオレフィン系粘着剤層を有していると、上記に加えて、耐熱性を発揮する。
【００９６】
　本発明の発泡積層体は、耐熱性が良好であると、寸法安定性（温度や時間が変化しても
寸法変化が少ない特性）に優れる。また、本発明の発泡積層体は、電気・電子機器の内部
に組み込まれることが多く、電気・電子機器の使用により電気・電子機器の内部では６０
～１００℃の温度雰囲気下が想定されるが、耐熱性が良好であると、該温度雰囲気下で、
性能の低下や劣化を生じることはない。
【００９７】
　本発明の発泡積層体は、粘着剤層として、メタロセンを触媒とする重合により得られた
ポリオレフィンを含む特定のポリオレフィン系粘着剤層を有していれば、上記に加えて、
低汚染性を発揮する。本発明の発泡積層体が低汚染性であると、例えば、発泡積層体が組
み込まれた電気又は電子機器を解体する際や発泡積層体を電気又は電子機器に組み込む場
合におけるリワーク時において、発泡積層体を機器筐体の樹脂面や金属面、画像表示部の
ガラス面などから剥離する際に、機器筐体の樹脂面や金属面、画像表示部のガラス面など
への汚染を生じにくい。このため、本発明の発泡積層体が低汚染性であると、発泡積層体
を電気又は電子機器に組み込む場合におけるリワーク時に有利であり、また、電気又は電
子機器を構成する部品、部材、筐体等のリサイクルに有利である。
【００９８】
　本発明の発泡積層体は、例えば、携帯電話、携帯端末、デジタルカメラ、ビデオムービ
ー、パーソナルコンピューター、液晶テレビ、その他家電製品などに好ましく用いられる
。より詳細には、本発明の発泡積層体は、電気又は電子機器において、電気又は電子機器
を構成する各種部材又は部品を、所定の部位に取り付ける（装着する）際に用いられる際
のガスケットとして好ましく用いられる。
【００９９】
　本発明の発泡積層体を利用して取付（装着）可能な上記電気又は電子機器を構成する各
種部材又は部品としては、特に限定されないが、例えば、例えば、液晶ディスプレイ、エ
レクトロルミネッセンスディスプレイ、プラズマディスプレイ等の画像表示装置に装着さ
れる画像表示部材（特に、小型の画像表示部材）や、いわゆる「携帯電話」や「携帯情報
端末」等の移動体通信の装置に装着されるカメラやレンズ（特に、小型のカメラやレンズ
）等の光学部材又は光学部品などが挙げられる。
【０１００】
（電気又は電子機器類）
　本発明の発泡積層体により、電気又は電子機器用の発泡積層体を含む電気又は電子機器
類を得ることができる。該電気又は電子機器類は、電気又は電子機器用の部材又は部品が
、上記電気又は電子機器用の発泡積層体を介して所定の部位に取り付けられた（装着され
た）構成を有している。
【０１０１】
　上記電気又は電子機器類としては、例えば、光学部材又は部品としての液晶ディスプレ
イ、エレクトロルミネッセンスディスプレイ、プラズマディスプレイ等の画像表示装置（
特に、小型の画像表示部材が光学部材として装着されている画像表示装置）や、カメラや
レンズ（特に、小型のカメラ又はレンズ）が、上記電気又は電子機器用の発泡積層体を介
して装着された構成を有している電気又は電子機器類（例えば、いわゆる「携帯電話」や
「携帯情報端末」等の移動体通信の装置など）が挙げられる。このような電気又は電子機
器類は、従来のものより薄型化の製品であってもよく、その厚さや形状などは特に限定さ
れない。
【実施例】
【０１０２】
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　以下に、実施例に基づいて本発明をより詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例に
より限定されるものではない。
【０１０３】
（発泡体層の製造例１）
　ポリプロピレン（メルトフローレート（ＭＦＲ）：０．３５ｇ／１０ｍｉｎ）：５０重
量部、ポリオレフィン系エラストマー（メルトフローレート（ＭＦＲ）：６ｇ／１０ｍｉ
ｎ、ＪＩＳ　Ａ硬度：７９°）：５５重量部、カーボンブラック（商品名「旭♯３５」、
旭カーボン株式会社製）：６重量部、及び、水酸化マグネシウム（平均粒子径：０．７μ
ｍ）：１０重量部を、日本製鋼所（ＪＳＷ）社製の二軸混練機にて、２００℃の温度で混
練した後、ストランド状に押出し、水冷後ペレット状に成形した。なお、ペレットの軟化
点は１５５℃であった。
　このペレットを、日本製鋼所（ＪＳＷ）社製の単軸押出機に投入し、２２０℃の雰囲気
下、混練しながら、２２（注入後１９）ＭＰａの圧力で、二酸化炭素ガスを注入した。二
酸化炭素ガスを十分飽和させた後、発泡に適した温度まで冷却後、ダイから押し出して、
半連続半独立構造を有する発泡体を得た。なお、この発泡体は、シート状の形状を有し、
密度は０．０５ｇ／ｃｍ3であり、厚さは２．０ｍｍであった。
　そして、この発泡体をスライスして、厚さが０．５ｍｍの発泡体層（発泡体層Ａ）（シ
ート状の発泡体）を得た。
【０１０４】
（実施例）
　東洋精機製作所社製のラボプラストミル（混練押出機）に、下記表１に示す各実施例の
材料を投入し、回転数：３０ｒｐｍ、温度：１４０℃の条件で５分間混練して、さらに温
度：２００℃に昇温して１０分間混練し、各実施例の粘着剤組成物を得た。
　次に、該粘着剤組成物を、溶融温度：２００℃の条件下、コーティングマシン（装置名
「ＧＰＤ－３００」、由利ロール機械株式会社製）を用いて、上記発泡体層Ａ上に３０μ
ｍの厚さで塗工して、各実施例の発泡積層体を作製した。なお、この発泡積層体は、シー
ト状の形状を有し、発泡体層／粘着剤層の層構成を有する。
【０１０５】
（比較例１）
　上記発泡体層の製造例１で得た発泡体層を、そのまま使用した。
【０１０６】
（比較例２、３及び４）
　東洋精機製作所社製のラボプラストミル（混練押出機）に、下記表１に示す各比較例の
材料を投入し、回転数：３０ｒｐｍ、温度：１４０℃の条件で５分間混練して、さらに温
度：２００℃に昇温して１０分間混練し、各比較例の粘着剤組成物を得た。
　次に、該粘着剤組成物を、溶融温度：２００℃の条件下、コーティングマシン（装置名
「ＧＰＤ－３００」、由利ロール機械株式会社製）を用いて、上記発泡体層Ａ上に３０μ
ｍの厚さで塗工して、各比較例の発泡積層体を作製した。なお、この発泡積層体は、シー
ト状の形状を有し、発泡体層／粘着剤層の層構成を有する。
【０１０７】
【表１】
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【０１０８】
　表１において、「タフセレンＨ５００２」は（プロピレン系エラストマー）（商品名「
タフセレン　Ｈ５００２」、住友化学株式会社製、結晶融解エネルギー：１１．３Ｊ／ｇ
）であり、「リコセンＰＰ１６０２」はポリプロピレン系ワックス（商品名「リコセンＰ
Ｐ１６０２」、クラリアント社製、結晶融解エネルギー：２６．９Ｊ／ｇ）であり、「リ
コセンＰＰ２６０２」はポリプロピレン系ワックス（商品名「リコセンＰＰ２６０２」、
クラリアント社製、結晶融解エネルギー：３９．８Ｊ／ｇ）であり、「ハイワックスＮＰ
０５５」は「ポリプロピレン系ワックス（商品名「ハイワックスＮＰ０５５」、三井化学
株式会社製、結晶融解エネルギー：８７．２Ｊ／ｇ）であり、「アルコンＰ１２５」は「
水素化石油樹脂（商品名「アルコン　Ｐ１２５」、荒川化学工業株式会社製、軟化点：１
２５℃）」であり、「アイマープＰ１２５」は「水添石油樹脂（商品名「アイマープＰ１
２５」、出光興産株式会社製、軟化点：１２５℃）である。
【０１０９】
（評価）
　実施例及び比較例について、粘着剤層の結晶融解エネルギー、アクリル板に対する粘着
力、防塵性、リワーク性、粘着剤層の溶融粘度、耐熱性を測定又は評価した。その結果を
表２にまとめた。
【０１１０】
（粘着剤層の結晶融解エネルギー）
　発泡積層体の粘着剤層を３．０ｍｇサンプリングし、試料とした。
　該試料を用いて、下記条件で示差走査熱量測定（ＤＳＣ測定）を行い、ＤＳＣ曲線を得
た（例えば、図１）。なお、ＪＩＳ　Ｋ　７１２２に準拠して測定を行った。
　そして、２ｎｄ　Ｒｕｎ　ｈｅａｔｉｎｇ時の融解エネルギーの総和を算出し、結晶融
解エネルギーとした。
　ＤＳＣ測定条件
　サンプル量：３．０ｍｇ
　パン：Ｔｚｅｒｏパン（ティー・エイ・インスツルメント社製）（直径：４ｍｍ）、Ｔ
ｚｅｒｏフタ（ティー・エイ・インスツルメント社製）
　昇温速度：１０℃／ｍｉｎ
　降温速度：１０℃／ｍｉｎ
　温度条件
　　１ｓｔ　Ｒｕｎ　ｈｅａｔｉｎｇ（第一の加熱）：－５０℃から２００℃に昇温
　　１ｓｔ　Ｒｕｎ　ｃｏｏｌｉｎｇ（第一の冷却）：２００℃から－５０℃に降温
　　２ｎｄ　Ｒｕｎ　ｈｅａｔｉｎｇ（第二の加熱）：－５０℃から２００℃に昇温

　なお、比較例１は、粘着剤層を有しないので、粘着剤層の結晶融解エネルギーの測定を
行わなかった。
【０１１１】
　粘着剤層の結晶融解エネルギーの測定方法について、実施例３の場合を挙げて、さらに
説明する。図１は、実施例３の示差走査熱量測定（ＤＳＣ測定）により得られたチャート
（ＤＳＣ曲線）を示す。
　最初に、試料を、昇温速度：１０℃／ｍｉｎでの加熱により、－５０℃から２００℃ま
で昇温させて、溶融させた。次に、該溶融した試料を、降温速度：１０℃／ｍｉｎでの冷
却により、２００℃から－５０℃まで降温させて、固化させた。次に、該固化した試料を
、再度、昇温速度：１０℃／ｍｉｎでの加熱により、－５０℃から２００℃まで昇温させ
て、溶融させた。そして、示差走査熱量測定（ＤＳＣ測定）によるＤＳＣ曲線を得た（図
１のチャート参照）。
　次に、このＤＳＣ曲線から、融解ピーク（図１のピークＣ（図１の斜線のピーク））前
後のベースラインから離れる点（図１の点Ａ）とベースラインに戻る点（図１の点Ｂ）と
を結ぶことに得られる直線と融解ピークとに囲まれている部分の面積（図１の斜線のピー
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クの面積）から、結晶融解エネルギーを求めた。
　なお、融解ピークのベースラインは、ＤＳＣ曲線の階段状変化部（図１の階段状変化部
Ｄ）からガラス転移温度を決める際の低温側ベースライン（図１のベースラインＥ）と高
温側ベースライン（図１のベースラインＦ）のうち、高温側ベースライン（ベースライン
Ｆ）である。
【０１１２】
（アクリル板に対する粘着力）
　発泡積層体を、幅：２０ｍｍ、長さ：１００ｍｍに裁断し、試験片とした。
　該試験片を、１ｋｇローラー、一往復の条件で、アクリル板（商品名「アクリライト」
、三菱レイヨン株式会社製）に圧着することにより、貼り合わせ、室温（２３±２℃）で
３０分間放置した。
　放置後、引張試験機(装置名「ＴＧ－１ｋＮ」、ミネベア社製)を使用して、温度：２３
±２℃、湿度：５０±５ＲＨの雰囲気下、引張速度：０．３ｍ／ｍｉｎ、剥離角度：１８
０°の条件で剥離試験（ＪＩＳ　Ｚ　０２３７に準拠）を行い、アクリル板に対する粘着
力（アクリル板に対する引き剥がし密着強さ）を測定した。
　なお、比較例１、２及び３は、アクリル板に圧着しても密着性を発揮せず、アクリル板
に対する粘着力の測定を行うことができなかったので、「密着せず」と評価した。
【０１１３】
（動的防塵性）
　発泡積層体（比較例１は発泡体）を額縁状に打ち抜き評価用サンプル（図２参照）とし
た後、図３及び図５に示すように評価容器（後述の動的防塵性評価用の評価容器、図３及
び図５参照）に組み付けた。次に、評価容器中の評価サンプルの外側の部分（粉末供給部
）に粒子状物質を供給して、粒子状物質を供給した評価用容器をタンブラー（回転槽）に
置いた後、タンブラーを反時計回りに回転させて、繰り返し評価容器に衝撃を負荷した。
そして、評価サンプルを通過し、評価容器内部に侵入した粉末の数を計測することにより
、動的防塵性を評価した。
【０１１４】
　図３は、評価用サンプルを組み付けた動的防塵性評価用の評価容器の簡単な断面概略図
である。図３において、２は評価用サンプルを組み付けた評価容器（評価用サンプルを組
み付けたパッケージ）であり、２２は評価用サンプル（額縁状に打ち抜いた樹脂発泡体）
であり、２４はベース板であり、２５は粉末供給部であり、２７はフォーム圧縮板であり
、２９は評価用容器内部（パッケージ内部）である。図３の評価用サンプルを組み付けた
評価容器において、粉末供給部２５と評価用容器内部２９は評価用サンプル２２より区切
られており、粉末供給部２５及び評価容器内部２９は閉じた系となっている。
【０１１５】
　図４は、評価容器を置いたタンブラーを示す断面概略図である。図４において、１はタ
ンブラーであり、２は評価用サンプルを組み付けた評価容器である。また、方向ａはタン
ブラーの回転方向である。タンブラー１が回転すると、評価容器２には、繰り返し、衝撃
が負荷される。
【０１１６】
　動的防塵性の評価方法をより詳細に説明する。
　樹脂発泡体を図２に示す額縁状（窓枠状）（幅：２ｍｍ）に打ち抜き、評価用サンプル
とした。
　この評価用サンプルを、図３及び図５に示すように、評価容器（動的防塵性評価用の評
価容器、図３及び図５参照）に装着した。なお、装着時の評価サンプルの圧縮率は４０％
（初期厚みに対して４０％となるように圧縮）であった。
　図５に示すように、評価用サンプルは、フォーム圧縮板と、ベース板に固定されたアル
ミニウム板上の黒色アクリル板との間に設けられている。評価用サンプルを装着した評価
容器では、評価用サンプルにより、内部の一定領域が閉じられた系となっている。
　図４に示すように、評価用サンプルを評価容器に装着後、粉末供給部に粉塵としてのコ
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ンスターチ（粒径：１７μｍ）を０．１ｇ入れて、評価容器をダンブラー（回転槽、ドラ
ム式落下試験器）に入れ、１ｒｐｍの速度で回転させた。
　そして、１００回の衝突回数（繰り返し衝撃）が得られるように、所定回数を回転させ
た後、パッケージを分解した。粉末供給部から、評価用サンプルを通過して、アルミニウ
ム板上の黒色アクリル板及びカバー板としての黒色アクリル板に付着した粒子を、デジタ
ルマイクロスコープ（装置名「ＶＨＸ－６００」、キーエンス株式会社製）で観察した。
アルミニウム板側の黒色アクリル板及びカバー板側の黒色アクリル板について静止画像を
作成し、画像解析ソフト（ソフト名「Ｗｉｎ　ＲＯＯＦ」、三谷商事株式会社製）を用い
て２値化処理を行い、粒子の個数として粒子総面積を計測した。なお、観察は、空気中の
浮遊粉塵の影響を少なくするためクリーンベンチ内で行った。
【０１１７】
　アルミニウム板側の黒色アクリル板に付着している粒子及びカバー板側の黒色アクリル
板に付着している粒子を合わせた粒子総面積が、１５００［Ｐｉｘｅｌ×Ｐｉｘｅｌ］未
満である場合を良好と判定し、１５００［Ｐｉｘｅｌ×Ｐｉｘｅｌ］を越える場合を不良
と判定した。
【０１１８】
　図５は評価用サンプルを組み付けた評価容器（動的防塵性評価用の評価容器）の上面図
及び切断部端面図を示す。図５の（ａ）は、評価用サンプルを組み付けた動的防塵性評価
用の評価容器の上面図を示す。また、図５の（ｂ）は、評価用サンプルを組み付けた評価
容器のＡ－Ａ’線切断部端面図である。評価容器は、評価用サンプルを組み付けてから落
下させることにより、評価用サンプルの動的防塵性（衝撃時の防塵性）を評価できる。図
５において、２は評価用サンプルを組み付けた評価容器であり、２１１は黒色アクリル板
（カバー板側の黒色アクリル板）であり、２１２は黒色アクリル板（アルミニウム板側の
黒色アクリル板）であり、２２は評価用サンプル（額縁状の樹脂発泡体）であり、２３は
アルミニウム板であり、２４はベース板であり、２５は粉末供給部であり、２６はネジで
あり、２７はフォーム圧縮板であり、２８はピンであり、２９は評価用容器内部であり、
３０はアルミスペーサーである。評価用サンプル２２の圧縮率は、アルミスペーサー３０
の厚みを調整することにより、制御できる。なお、図５の評価用サンプルを組み付けた動
的防塵性評価用の評価容器の上面図（ａ）では省略されているが、対面するネジ間にはカ
バー板固定金具が備え付けられており、黒色アクリル板２１１はフォーム圧縮板２７にし
っかりと固定されている。
【０１１９】
（粘着剤層の溶融粘度）
　発泡積層体の粘着剤層を２０ｇサンプリングして、試験片とした。次に、該試験片をサ
ンプルチャンバー内で２００℃で溶解させ、３０分間ローターで攪拌し、溶融物を得た。
そして、その溶融物の粘度を測定し、溶融粘度を求めた。
　なお、比較例１は、粘着剤層を有しないので、粘着剤層の溶融粘度の測定を行わなかっ
た。
　溶融粘度装置：「ＤＶ－ＩＩ＋　ＶＩＳＣＯＭＥＴＥＲ」（ＢＲＯＯＫ　ＦＩＬＤ社製
）
　サンプルチャンバー：ＨＴ－２ＤＢ
　ローター：ＳＣ４－２７
【０１２０】
（リワーク性評価試験）
　発泡積層体を、幅：２０ｍｍ、長さ：１００ｍｍに裁断し、試験片とした。
　該試験片を、１ｋｇローラー、１往復の条件で、アクリル板（商品名「アクリライト」
、三菱レイヨン株式会社製）に圧着することにより、貼り合わせ、室温（２３±２℃）で
２４時間放置した。
　放置後、引張試験機(装置名「ＴＧ－１ｋＮ」、ミネベア社製)を使用して、温度：２３
±２℃、湿度：５０±５ＲＨの雰囲気下、引張速度：０．３ｍ／ｍｉｎ、剥離角度：１８
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０°の条件で、試験片を剥離させた。
　そして、剥離後の試験片及び試験片を剥離した後のアクリル板表面を目視で観察するこ
とにより、下記基準でリワーク性（再剥離性）を評価した。
　リワーク性評価基準
　良好（○）：試験片を剥離した後のアクリル板表面に付着物（糊残り）が存在しない
　不良（×）：試験片を剥離した後のアクリル板に付着物（糊残り）が存在する
【０１２１】
（耐熱性）
　発泡積層体を幅：３０ｍｍ×長さ：３０ｍｍに切断し、測定用サンプルとした。測定用
サンプルを、治具を使用して、厚さが圧縮前の５０％となるように厚さ方向に均一に圧縮
した。次に、測定用サンプルを、厚さ方向に５０％圧縮した状態を維持しつつ、８０℃の
温度雰囲気下で７２時間保存した。そして、保存後の測定用サンプルを観察し、発泡積層
体中の粘着剤層が流動し、粘着剤層が発泡積層体外にはみ出している否かを確認した。
　粘着剤層のはみ出しが生じていない場合を耐熱性良好と評価し、一方、粘着剤層のはみ
出しが生じている場合を耐熱性不良と評価した。
　なお、何れにおいても、保存前に厚さ方向に５０％圧縮した段階で、発泡積層体外に粘
着剤層のはみ出しが生じることはなかった。
【０１２２】
【表２】

【０１２３】
　上記表２において、「－」は測定や評価を行わなかったことを示す。なお、比較例１～
３は、アクリル板に圧着しても密着性を発揮せず、リワーク性を評価することができなか
った。
【０１２４】
　なお、実施例の発泡積層体は、上記（アクリル板に対する粘着力）の測定時や上記（リ
ワーク性評価試験）の評価時に、アクリル板から剥離されるが、該剥離の際に、何れの実
施例の発泡積層体も、発泡体層の破壊などの発泡積層体の破壊が生じることはなかった。
【符号の説明】
【０１２５】
　１　タンブラー
　２　評価用サンプルを組み付けた評価容器
　２２　評価用サンプル
　２３　アルミニウム板
　２４　ベース板
　２５　粉末供給部
　２６　ネジ
　２７　フォーム圧縮板
　２８　ピン
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　２９　評価用容器内部
　３０　アルミスペーサー
　２１１　黒色アクリル板
　２１２　黒色アクリル板

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図５】
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